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L  はじめに 

アウトソーシンバは ，企業内部「 ご 生産される 

製品 口 またはサービスを 外部から購入する 形態で、 

あ る・情報、 ンステムのアウトソーシンバは ， コ 

ンピュー タ の発達と伴に ，データ処理サービス 

を中心に開始された ， 1960 年代の中頃 から日本 

でも， データ処理サービスを 一括して べ ンダ一 

の計算機サービス 部門に委託する 形態が多く取 

られてきた． アウトソーシンバにおける 初期 段 

階 でのこの ょう な委託形態は ，基本的に情報、 ン 

ステム部門機能の 外注であ り，例えば給料支払 

計算，保険料計算等の 一般会計分野における 比 

較的単純で独立したシステムを 対象としていた． 

情報資源の要素別に 見れば，契約プロバラマ 一 

の採用， コンピュータの 時間賃貸，パッケ ー 

、 ジ ，ソフトウェアの 購入等のようなアウト ソ一 

          グ ・オプションがこれまでに 企業で採用さ 

れてきた． メインフレームを 中心に発達してき 

た 情報システムは ， コンピュータ 設備費が高価 

でかつ SE やプロバラマーという 特殊な技能を 

持つ要員を情報資源として 必要と l, た ． このた 

め，情報資源の 集中化による 特定機能への アク 

セス が容易で，情報 - ンステム・コストの 削減を 

もたらすアウトソーシンバが 情報 i ンステム機能 

の効率的運営という 特定の領域で 発達してきた 

が，事業全体を 見渡した戦略的提携という 観点 

を持つには至らなかったと 考えられる． 
1980 年代の後半からアウトソーシンバの 範囲 

は，経営の業務システムにまで 多角的に拡大し 

周 三 

ベンダー に システム資産の 移転及びリース ， 情 

報システム技術者の 移籍までを包含した 大規模 

なものとなっている． 1) このような戦略的アウ 

トソーシンバの 背景には，経営環境の 変化と技 

術環境の変化が 考えられる． 

経営環境の変化は ，企業戦略が 製品に体化し 

たサービス自体をスキルや 知識の集合体として 

把握し，競争戦略の 中核に据えようと 変化して 

きたことにあ る・ 2@ どの企業も価値連鎖の 中で ， 

競争優位性のあ る独自な資源を 活用して長期 白 り 

に安定した業績を 確保するために ，価値連鎖を 

見直し組織の 再編成を実行するための りェン 

、 ジニアリンバやリストラクチャリンバを 必要と 

している・ ここに，価値連鎖上で 情報システム 

機能を位置づけ ，希少な経営資源を 集中化する 

ためのアウトソーシンバが ，企業間の価値共有 

のシステムであ る戦略的提携として 見直される 

こととなったのであ る． 

技術環境の変化はダウンサイジンバやネット 

ワーク技術の 進歩によってもたらされ ，情報シ 

ステムの分散化が 進行するとともにエンド・ 

ユーザー・ コンピューティン グ が拡大し従来 

の大型汎用機を 中心とした情報システムは ワ一 

クステーションやパソコンのネットワーク・シ 

ステムへと変貌してきた． 3) このような技術環 

境の変化は，ハードウェア・コストの 低減をも 

たらす一方で ， コミュニケーションの 複雑，性に 

よる負荷を情報システム 部門に与える 結果とな 

る・ さらに，将来の 情報システムの 技術革新が 

不透明で，現状の 意思決定が将来の 企業成長を 
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拘束する虞が 大きいことも 考慮すると， アウト 

ソーシング・ベンダ 一の知識やコスト 優位性を 

外部資源として 戦略的に活用することで 間接費 

の大幅な節約が 実現できると 考えられたのであ 

る． 

アメリカでは ，大企業が大規模なアウト ソ 一 

- ン ング・ベンダ 一に基幹業務全体のシステムを 

一括してアウトソーシンバ し 情報 - ンステム・ 

コストの大幅な 削減を図っている 例が多数あ 

る ・ 4) 一方，日本では 個別システムから 基幹業 

務 - ンステム全体にまでアウトソーシンバの 範囲 

が拡大しつつあ るものの， 中堅企業によるアウ 

トソーシンバが 中心であ る． 5) 日本では何故大 

規模企業のアウトソーシンバの 事例が少ないの 

であ ろうか． 大規模な組織になるほど 情報シス 

テムの複雑性は 増加し アウトソーシンバに ヌ十 

して規模の利益によるコスト 優位性が増加する 

はずであ る・本稿では ，情報システムのアウト 

ソーシングを 選択するための 1 つめ 理論的枠組 

みとして取引コストを 考察し情報システム 活 

動の価値連鎖と 関連づけて取引コスト 削減の意 

義を検討する． 

2. サービス活動のアウトソーシンバ 

製品やサービス 等の本来の産出物に 加え，基 

幹業務を支援するサービス 活動の有効性と 効率 

性の成否が企業の 競争優位性の 維持に次第に 重 

要になってきている．持続的な 競争優位性をも 

たらす要因は ，市場性に優れた 製品やサービス 

だけでなく， 中核となる優位なサービス 活動を 

開発し全ライフサイクルにわたって 顧客満足 

を追求することが 必要となる．例えば 製造業で 

は ， 製 R" に 対する品質管理活動を 強化し納期 
にあ れせて製品を 配送するなどのサービス 活動 

が製造プロセス 以上に付加価値を 増し製品の 

競争優位性を 高める・ この ょ うな意味から ，製 

造業は製品生産を 中核としたサービス・ネット 

ワークに変化するとの 考え方もできる． 6) 

サービス活動が 複雑化するに つ れ，サービス 

活動の支援に 対する間接コストは 製品やサービ 

スの 製造・販売などの 基幹業務で発生するコス 

トに匹敵するほど 大きくなる傾向が 見られてき 

た． このため，価値連鎖の 中で活動を見直し ， 

プロセスの再構築を 行うリエンジニアリンバと 

これに基づく 組織のリストラクチャリンバが 進 

展 している・ この文脈の中で ，累増する間接費 

の 削減のためコストの 高い サ一 ビス活動を企業 

内部で生産するよりも ，規模の利益による 低コ 

ストを享受しかつ 品質の高いサービスの 提供を 

うける方式として ， アウトソーシンバが 新しい 

サービス活動の 担い手となった． 基幹業務の生 

産活動自体をアウトソーシンバするケースもあ 

るが， 7) 本稿では企業内部のサービス 活動を対 

象に，外部の 第 3 者に業務を委託することを 狭 

萎め アウトソーシンバと 考えておこう． 

図 Ⅰは企業活動の 一般的な価値連鎖の 概念を 

示したものであ る． 8) サービス活動のアウト 

ソーシングを 計画するためには ， 図 1 に示す ょ 

う な活動の価値連鎖を 把握する必要があ る．経 

理，法務，人事，情報処理等の 全社的経営管理 

部門は，組織を 円滑に運営し 基幹業務活動を 

支援するのに 必要なサービス 活動であ る．価値 

連鎖におけるサービス 活動はさらに 下位レベル 

の 活動に分解される・ 図 1 では，物流サービス 

における下位レベルのサービス 活動の例として ， 

情報システム ，注文処理， トラック整備，搬出 

の活動に分解されている． このようにサービス 

活動を価値連鎖の 観点から細分化した 上で， プ 

ロセスを再編成することにより 全社的な間接費 

の水準が決定される． 9) サービス活動の 価値連 

鎖が明確になると ，サービス活動のどの 機能や 

活動を内装化するのかアウトソーシンバするか 

という問題一 makeorbuy 一 が生じる・、 0) 例え 

ば，情報システムは 価値連鎖の上流の 製品計画 

から下流のサービスにまですべて 情報サービス 

を供給しており ，情報システム 機能をすべて ァ 

ウト ソーシングするのかもしくは 物流サービス 

における情報、 ンステム機能のみをアウトソーシ 

ングするのかという 範囲の問題とこれに 関連す 

るコストが重要となる．情報、 ンステムのアウト 
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図 1  価値連鎖 

ソーシングの 範囲については 3 章で検討し ， コ 動 全般にわたるケースから ，個別の活動の 組合 

ストの問題は 4 章で検討する   せまで様々であ るが， 日本における ア ウ ト ソ 

3. 情報システムのアウトソーシンバ   
、 ンング の事例ではシステム 開発活動を内装化す 

る ケースも多く 見られる   

サービス活動の 価値連鎖の中で ，情報システ (2) 情報、 ンステム資源 

ム 機能は価値連鎖全体をコントロールする 主要 情報システム 資源の要素は ，図 2 に示す よう 

な サービス活動であ る． アウトソーシンバの 範 に コンピュータ 及び通信機器等のハードウェア 

囲を意思決定するため ，情報システム 活動の内 資源， オペレージョン・システムや 業務用シス 

容を検討し アウトソーシンバの 形態とその コ テム等のソフトウェア 資源，及び、 ンステム要員 

スト優位，性を 明らかにする   や エンドユーザ 一等の人的資源の 3 者から構成 

3. 1  アウトソーシンバの 範囲 されている． ， 2' 

アウトソーシンバは ，情報システム 活動のプ 従来型のアウトソーシンバは ，個別の情報 シ 

ロセスに依存する 範囲 と ，宿報システム 資源の要 ステム資源が 高価であ ったり希少であ ったため・ 

素 に依存する範囲，及び 両者の混合が 考えられ 自社の資源を 充足し価値連鎖を 完結するために 

る ・ 実竹干されてきた．例え @ ，汎用コンピュータが 

①情報システム 活動の価値連鎖 高価であ れば時間賃貸によるアウトソーシンバ 

情報 - ンステムの機能は ， ① 、 ンステム運用 ( 保 が 行われてきたし SE が不足すれば 契約プロ 

守を含む ), ②システム開発，③システム 技術 グラマーがアウトソーシンバされてきた． 図 2 

サービス，④システム 運営管理の主要なサービ の 実線は全ての 資源を ア ウ ント ソ ー 一 " "/ グ し た ス 活動から構成され ， これを示したものが 表 1 ケースであ り， 2 つの資源のアウトソーシンバ   

であ る． 11) め 組合せをそれぞれ 点線，破線，一点 鎖線 で示 

，情報システムのサービス 活動の価値連鎖は ， したものであ る．情報システム 資源は当然に 情 

大別して以下のように 考えることができる・ ア 報 - ンステム活動と 密接に結びついている・ 従っ 

ウト ソーシングの 対象範囲は以下の 価値連鎖 活 て ， アウト ソ一 ジングの形態は 最も単純な個別 

運営管理 システム開発 ， ンステム近用 技術サービス 
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表 1  情報システムのサービス 活動 

主要サービス 活動 

、 ンステム運用 

下位レベルのサービス 活動内容 

● デ一 タ 準備と人力 

●人力と出力の 管理 
●コンピュータの 運用 
●データ・ファイルの 維持管理 
●ハードウェアの 維持管理 
●ジョブ・スケジューリンバ 管理 

、 ンステム開発 ●システムの 実現可能，性調査 
●システム分析と 設計 

●ソフトウェア 開発 
◆パッケ 一ジ ・ソフトウェアの 購入 
●システムの 変更 

●ユーザ一の 教育訓練 
◆業務ソフトウェアの 維持管理 
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◆システム計画 

●予算 
●システム要員の 人事管理 
●システム要員の 教育訓練 
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資源 
  

    Ⅹ   
  

  Ⅹ 
  

  情報システム 
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資源 一一一一一一 

図 2  情報システム 資源 

の 情報、 ンステム資源もしくはその 組合せから， 

次第に情報、 ンステムの価値連鎖と 結びついた標 

準システムの 運用管理，特殊なシステムの 運用 

管理，業務システム 全体の運用管理，全社的な 

情報、 ンステム運用管理へと 変化してゆく． 

以上の 2 つのディメンジョンから ， アウト 

ソーシングの 範囲を表 2 のように考えることが 

できる． 

各セルが基本的なアウトソーシンバの 対象 範 

表 2 アウトソーシンバの 対象範囲 
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四 であ り， これをまたがることでアウト ソ 一 - ン 

ング に よ る規模の利益が 見 ぃ だされ，情報シス 

テム・コストの 削減の度合 いが 増加する． 13) ア 

ウトソーシンバの 対象範囲は， コストの削減額， 

価値連鎖の中でのサービス 機能の独立性， アウ 

ト ソーシングによって 内装化する時間やエネル 

ギーを節約して 特定分野で競争優位性を 得るこ 

とができるか 等の事由から 設定される． 14) 

3. 2  アウトソーシンバのコスト 優位性 

顧客がアウトソーシンバを 決定ずる重要な 要 

因の 1 つが，情報システム・コストの 削減であ 

り， アウトソーシンバ・ベンダ 一に・おける 規模 

の利益から以下に 示すコスト優位性を 獲得する 

ことができる． 

(1) 規模の利益による 情報 シ ステム・コスト 

の 低減 

複数の企業からアウトソーシンバ・ベンダー 

がシステムを 要言 モ されることにより ，規模の利 

益 が発生する． 

①ハードウェア・コストの 低減 

大規模なアウトソーシンバ・ベンダーは ， コ 

ンピュータ製造業者との 取引に大きな 影響力を 

持っているため ，ハードウェア 購入コストの 割 

引率が大きくなる 可能，性があ る． 

②ソフトウェア・コストの 低減・ 

アウトソーシンバ・ベンダー によって開発さ 

れたソフトウェアは ，契約上の特別な 制約がな 

い 限り，顧客のどの 部門でも利用可能なためソ 

フトウェア使用に 関連するコストを 低減できる   
15) 

③サービス・コストの 低減 

内部的にデータ・センタを 所有し情報シス 

テム・サービスを 実行することはオペレーティ 

ング・ 、 ンステムの発展があ るとはいえ，企業組 

織の構成員にとって 知識レベルの 格差から個人 

的な負荷の増大を 生じる． アウトソーシンバ・ 

ベンダーは多数の 顧客に対し同一レベルの 専 

門知識を共有する 専門家によってサービスを 供 

給するため，各クライアントへの サ一 ビス 供糸合 

コスト全体が 削減され，同時にサービス 品質の 

向上がもたらされる． 

(2) 移行過程のコスト 削減 

顧客が分散 - ンステム等に 移行するプロセスに 

あ る場合， アウトソーシンバによって 継続的に 

情報システム・サービスが 供給される．永続的 

な システムが組み 込まれるまで ， アウト ソ 一 - ン 

ング・ベンダ 一によって従来通りのシステムが 

実施されることで ，円滑に新システムに 移行が 

可能となり無駄なコストが 削減される． 

以上の明示 自 りなコスト削減に 加え， アウト ン ソ シ グ はチャージバック ・システム等によ 

Ⅲ情報システム・サービスのコストが 明確に算 

定された後に 実施されるので ，サービス・コス 

トに関連するコスト 意識を喚起する 傾向があ る   

アウトソーシンバにより ，情報システム・コス 

トは固定費から 変動費 へ ，埋没原価の 配賦から 

キャッシュ・フローをもたらす 経費として認識 

される． 

一方，他のべンダ 一に対し コスト優位性を 

確保するためアウトソーシンバ・ベンダーは 長 

期間のアウトソーシンバ 契約を締結する．典型 

的なアウトソーシンバ 契約は以下のように 行わ 

れる． アウトソーシンバ・ベンダーは 基本 サ一 

ビスとして定義されるサービスに 関して固定料 

金を課する・ 顧客に対し この基本サービスに 

関する情報システム 委託料金は，一般に 5-10 

年間の契約期間中固定化されることが 保証され 

る ・ If, 契約期間中，基本サービスに 含まれない 

サービスをアウトソーシンバ・ベンダーから 顧 

客が購入する 際は， 別 契約として料金を 支払う   

このような契約で ， アウトソーシンバ・ベン 

ダーは顧客からのアウトソーシンバの 契約数を 

長期間確保することで ， 自己の規模の 利益の最 

大化を意図する・ 契約の意義，機能については 

第 5 章で考察する． 

4. 取引コストによるアプローチ 

アウトソーシンバに 対する理論的アプローチ 

には い くつかの方法があ る． アウト ソ一 ジング 

に関する組織意思決定の 役割をポリティカル・ 
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モデルとして 構築するアプローチはその 1 つで 

あ る．アウトソーシンバのような 長期意思決定 

において，客観的なコストの 予測は現実的に 不 

可能であ り，合理的な 評価モデルの 適用が困難 

な領域について ，ポリティカル・モデルは 権 力 

と 組織白 9 力 関係による意思決定の 理論的枠組み 

を呈示している． 17) また，アウトソーシンバ・ 

ベンダーをエージェント ，顧客をプリンシパル 

ととらえ，不完全契約の 下で情報の非対称性の 

あ るアウトソーシンバの 意思決定をエージェン 

、 ン 一理論から説明するアプローチもあ る・ 18) 本 

稿では，アウトソーシンバ・ベンダ 一のコスト 

優ィ立 ，性をもたらす 理論的枠組みとして ，取引コ 

ストによるアプローチを 考察する． 

4. 1 生産コストと 取引コスト 

ウィリアムソンによれば ， F 取引を組織化す 

る基準は，厳密にコスト 経済性が一つの 道具で 

あ ると考えられる．これは 基本的に 2 つの部分 

があ る．生産費用の 経済化と取引費用の 経済化 

であ る．』 19) とされ，コストは 生産コストと 取 

引コストの両者から 構成されると 考えられる・ 

取引コストは ，取引に関する 監視，規制，管理 
等の調整に要するコストから 構成され，調整 コ 

ストとも呼ばれる．経営者によるアウトソーシ 

ングの意思決定は ， 総コスト ( 生産コスト 十 取 

引コスト ) が考慮されることになる・ 

アウトソーシンバ・ベンダーは 多数の顧客間 

で コンピュータ・ハードウェアやソフトウェア 

を共有することで 獲得される規模の 利益を通じ 

て，顧客の情報システム 部門よりも低い 生産コ 

ストでサービスを 供給できる． しかし顧客は 

アウトソーシンバ・ベンダ 一の行動を管理・ 監 

督するため，顧客に 多額の取引コストが 発生す 

る可能性があ る． これを回避するために 詳細な 

契約を締結する 事は，この活動自体にさらに 取 

引コストが発生することを 意味する・一方， 顧 

客が サービスを内装化すれば ，規模の利益を 獲 

得できないため ，アウトソーシンバよりも 高い 

生産コストとなる． しかし組織成員の 行動を 

管理するメカニズムが 組織には常に 存在してい 

るため，アウトソーシンバよりも 低い取引コス 

トをもたらす ，すなわち，生産コストと 取引コ 

スト間には以下に 示すようなトレード・オフ 関 

係が一般的に 存在する． 20) 

生産コスト 取引コスト 

  
アウトソーシンバ 低 圧訂 

内装 化 
  
戸ヨ Ⅰ 氏 

4. 2  取引タイプ 

取引タイプは ，取引頻度と 資産特殊性の 2 つ 

の ディメンジョンから 分類することができ 

る ． 2') 取引頻度とは 取引が単発的であ るか反復 

して実施されるかを 示し資産特殊性は 取引の 

特殊性を表す・ 取引が，立地・ 資産・人的資源 

等の特殊性の 理由から，他の 企業によって 容易 

に 代替不可能ならば ，取引は高度に 資産特殊性 

があ ると言える．①立地特殊性のあ る取引は， 

限定された場所でしか 入手不可能な 取引であ り   

場所を変更することにより 莫大なコストが 発生 

する取引であ る・②物理的資産の 特殊性は ，取 

引の完全な遂行に 特殊な設備を 必要とするもの 

であ る．顧客の特殊なニーズにあ れせるために ， 

特注の設備が 必要とされる 取引であ る．③人的 

資産の特殊性は ，取引を完全に 遂行するために ， 

特殊な訓練，仕事への 学習，企業のプロセスに 
関する知識等が 必要とされる 取引であ る． 笏 こ 

れらの資産特殊性は 取引の属性に 影響し取引 

はさらに通常取引，固有取引，混合取引に 分類 

される・①通常取引は ，特殊な設備や 知識が必 

要 がなりため，通常の 設備や知識で 十分な取引 

であ る・例えば，入出力作業，データ 処理等の 

通常作業に関するアウトソーシンバがこれに 相 

当する・②固有取引は ，特殊な設備や 知識を必 

要 とする・例えば 特殊な業務システムは ，顧客 

の独自な事業ニーズを 理解する特殊な 知識が必 

要とされるため ，固有な取引となる．③混合取 

引は，両者の 属性を有し取引のあ る局面は標 
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準的であ り，他の局面は 特殊処理が必要な 取引 製 化の生産コスト 水準は取引が 単発であ るため， 

であ る・例えば，顧客の 独自の要請にあ れ せて 取引コスト水準よりも 大きく， アウトソーシン 

開発されたシステムは 固有取引であ るが，いっ グが 総コストの点で 明らかに優位であ る．情報 

たん開発されたシステムのプロダクト・ランは 、 ンステム移行 期 における基幹業務システム 全体 

通常取引となる   の アウトソーシンバがこれに 相当する． 

4. 3 取引コストの 枠組み (3) 混合一反復取引 
取引頻度と資産特殊性の 2 つのディメンジョ 混合一 反復取引は現在進行し 基幹業務シス 

ン により，取引コストの 枠組みは表 3 に示す 4 領 テム全体のアウトソーシンバのような 取引とし 

域 に分類することができる ， 23) て 一般的に行われている．顧客は 反復的で安定 

(1) 通常一単発及び 反復取引 的なサービス 供給を求め， アウトソーシンバ・ 

通常取引では ，標準的でかっ 同質の製品や べ、 ノ ダー・ - は 恒常的な収入を 期待する． アウト 

サービスが複数の 顧客に販売さわ ，る ． アウト ソ 一 - ン ング・ ベンダーは顧客の 事業特性を学習 

ソーシング・ベンダーは 規模の利益を 有するた するための手間と 時間を ， 惜しまないので ，取引 

め ，生産コストは 低減する・一方，顧客は アウ コストは大きくならず ，生産コストは 規模の利 

ト ソーシング・ベンダーを 管理する必要がな い 益によ り低減する． 

ため，取引コストは 無視できる．情報、 ンステム (4) 固有一反復取引 

資源のハードウェア ， ソフトウェア ，一般的な 取引が反復的でかつ 固有のものになるに つ れ 

システムの管理運営等のアウトソ - シングが こ て ， アウトソーシンバよりも 内装化の選択が 効 

れに相当する・ 従って， この領域における アウ 率 的となる・取引頻度が 増加するにつれ ，情報 

ト ソーシングの 選択基準は生産コストとなる   、 ンステム資源は 固有のサービス 供給に次第に 特 

一般的に， アウトソーシンバは 規模の利益によ 化し他のサービス 供給に対する 転用が困難に 

って常に内装 北 より低い生産コストを 提供でき なる・ これが進行し 顧客の内装化に よ る規模 

ると考えられる   の 利益はアウトソーシンバ・ベンダーと 同程度 

(2) 混合一単発及び 固有一単発取引 に 実現されることになる．内装ィ ヒ の生産コスト 

単発の取引には ， アウトソーシンバがコスト は アウトソーシンバのそれとほぼ 等しく， アウ 

上 最も効率的であ る・顧客は情報システム 資源 ト ソーシングの 選択基準は取引コストとなる   

を 獲得し要員の 練度を維持する 必 、 要があ るため， 取引頻度の増加により ，顧客の組織における 内 

円型化による 生産コストはアウトツーシンバ よ 都 管理コストも 低減され，取引コスト 全体の水 

りも高くなるが ， アウトソーシンバ・ベンダー 準 が低下する・ 一方，アウトソーシンバの 取引 

を 管理する取引コストは 低くなる， しかし 内 コストは，契約条項が 複雑になり，その 調整に 

表 3  コスト 使 位な取引構造 

資 産 特 殊 ， 性 

混合取引 固有取引 

単発 ①出来高契約によ ② 3 者間契約によるアウト ソ一 

る アウトソーシン シング 

反そ 夏                                     弓 l 
③双方契約による ア ④内装 ィヒ 

ウトソ一、 ン、 ノバ 
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関するコストが 高くなる．顧客の 事業特性に対 

応、 した特殊なシステムを 継続的に開発する 場合 

がこれに相当する． 

このように取引タイプと 生産・取引コストと 

の関係から，固有一反復取引を 除く全ての取引 

に アウトソーシンバがコスト 優位であ ることが 

わかる． しかし， アウトソーシンバ 選択にはこ 

れ以外にリスクやアウトソーシンバ・ベンダ 一 

に対する評価が 隠れたコスト 要因となる． 

5. 取引コストの 削減 

アウトソーシンバを 取引コスト理論の 枠組み 

から判断すると ，以下の① 一 ③の例外を除く 全 

ての取引について ，理論的にはアウトソーシン 

グ の方が内装化よりもコスト 優位であ ることが 

わかる． しかし現実目りにはどの 企業もアウト 

ソーシングを 選択するわけではない． 内装化を 

選択する場合として ，①反復的かつ 固有な取引， 
②長期にわたるアウトソーシンバの 不確実性の 

程度が高いと 判断される取引，③アウト ソ一、 ン 

ング・ ベンダーが少数で ，将来の取引コストが 

増大する危険があ る取引等が考えられる． 内装 

化を選択する 主要な要因は ，いずれも将来の 取 

引 コストが生産コストのコスト 優位を相殺し 

総コストの増加を 招来するリスクを 評価するた 

めであ る． 

5. 1 将来の取引コストの 増加要因 

顧客はアウトソーシンバ 契約を長期間にわた 

り締結するため ，将来の取引コストの 増加に関 

するリスク要因を 検討する必要があ る． 24) 

(1) アウトソーシンバ・ベンダ   一における規 

模の非効率 

アウトソーシンバ・ベンダーは 顧客の増加に 

よ り，次第に大規模組織になる・ 規模の増大に 

っ れ ，データセンタ 一等の組織に 非効率が生じ ， 

将来の契約更新時の 料金上昇に繋がる 危険があ 

る ， 

(2) アウトソーシンバ 契約の更新 

もし顧客がアウトソーシンバ・ベンダーとの 

契約更新を行わないと ，顧客の情報システム 再 

構築までの移行期間におけるコストと 時間の消 

費が増大する．例えば ， アウトソーシンバ・ベ 

ンダ一の財産であ りながら顧客のシステムに 組 

み込まれたソフトウェアは ，契約期間中はライ 

センスにより 使用できるが ，契約が切れた 場合， 

顧客は同等のシステムを 購入するかもしくは 自 

己で開発する 必要があ る． 

(3) 情報システム 技術の変化 

情報システム 技術の変化にアウトソーシン 

グ ・ベンダーが 適応できず，顧客の 業務上の 

サービス要請との 間に組 賄が 生じ， これが次第 

に拡大する危険があ る・ 

(4) アウトソーシンバ・ベンダ 一のサービス 

品質 

顧客は，アウトソーシンバ・ベンダ 一の経営 

上の不安定性やサービス 品質の潜在的な 低下に 

ついて対抗する 事が難しい．たとえ 法律的な救 

済が可能であ っても，訴訟手続期間中の 低品質 

の サービスは顧客における 収益の悪化， コスト 

の増加，競争地位の 低下等をもたらす・ 

(5) 顧客とアウトソーシンバ・ベンダーとの 

利害関係の不一致 

顧客とべンダ 一の利害は必ずしも 一致すると 

は 限らない． 顧客がアウトソーシンバ・ベン 

ダ 一に情報戦略計画を 求め，ベンダーが 結果と 

して自己の利益を 増大するような 戦略を提案す 

れば，両者の 間には不信感が 生じ，適切な 情報 

、 ンステム戦略が 構築されない 恐れがあ る・ 

(6) 情報システムに 関する知識・ 技術の空洞 

化 

顧客の情報システム 要員が職を失 う かもしく 

は 別のサービス・ベンダ 一に転職する 可能性が 

あ り，現在のスタッフで 共有している 事業の特 

殊な知識が四散する 恐れがあ る・ 

(7) 秘密保持 

アウトソーシンバ・ベンダーは 顧客の秘密 情 

報に アクセスする 事ができ，顧客における 不測 

の事態に対処するコストや 信用の失墜が 収益に 

及ぼす影響が 大きい・ 

以上の項目は 基本的に顧客における 将来の取 
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引 コスト増加要因であ るが， これに加えて ，環 

境要因としての 不確実， 性 ，市場要因としてのア 

ウトソーシンバ・ベンダ 一の寡占による 取引コ 

スト増が考慮される 必要があ る． 

アウトソーシンバは 長期的な取引のため ， 不 

確実性を伴 う ・特に，不確実性が 高 い 環境下で 

は，資産特殊性のあ るアウトソーシンバは 代替 

性が乏しいため ，取引コストを 増加させる傾向 

があ る． 

アウトソーシンバ・ベンダ 一の数が少ないと ， 

顧客の選択が 制限され，結果として 取引コスト 

の増加をもたらす 場合があ る． いったんアウト 

ソーシング・ベンダーが 選別され，顧客と 契約 

が締結されると ， アウトソーシンバ・ベンダー 

は 契約期間中に 顧客の組織に 関す ，る 重要な知識 

や ノウハウを蓄積し 最初の契約終了時には ， 

市場での競争優位性を 獲得する． アウト ソ 一 - ン 

ング契約更新時に 顧客が市場を 探索しても， 他 

の アウトソーシンバ・ベンダーはコスト 優位性 

を失っており ，再度内装化を 試みるにはスウィ 

ッチンバ・コストが 高くなる． 結 ， 穏 として顧客 

は， アウトソーシンバ ，ベンダ一の 有利な条件 

で契約を更改するが ，期待したほどのコスト 節 

約を得られない 虞があ る． 

5. 2  アウトソーシンバ 契約の機能 

前述した将来の 取引コストの 増加要因に対し 

て，顧客が選択できる 代替案は 3. っ あ る・ 第 1 

案は，コンティンジェントア 安全な代替 案 とし 

て内装化があ る． 第 2 案は， システムの特殊，性 

を犠牲にして ，アウトソーシンバを 選択する事 

であ る． 第 3 案はアウトソーシンバ 契約で将来 

のコスト 増 要因を洗い出し 繊密な契約で 取引 

表 4  取引タイプにおける 適切な契約 

資 産 特 殊 ・・性 

頻度 通常 混合，固有 

単発 古典的 新古典的契約 

反復 契約 関連契約 

を 縛ることであ る・ 第 2, 第 3 の案はアウト 

ソーシング契約の 締結を必要とするが ， この契 

約内容が将来の 取引コスト増加のリスクを 回避 

するメカニズムとして 機能する． アウトソーシ 

ングの取引タイプに 対応、 する契約を表 4 に 示 

す ． ，， ， 

(1) 古典的契約 

古典的契約は 売り手と買い 手が非連続的で ， 

同質な製品やサービスを 交換するときに 使用さ 

れる． アウトソーシンバ・ベンダー は 取引を イ千 

う ために顧客の 事業に関する 特殊な知識を 必要 

としないため ，顧客の識別は 不要となる．通常 

取引として，契約プロバラマ 一の雇用， コンピ 

ユータ の時間賃貸，給料計算システム 等の委託 

契約がこれに 相当する． 

(2) 新古典白 9 契約 

新古典的契約は ，取引が単発の 時に適用され 

るため，将来の 不測の事態を 全て予測すること 

は 困難であ る・ しかし契約上に 問題解決のメ 

カニズムが規定されるならば ， アウトソーシン 

グは 内製 化に続くコスト 優位で効率的な 代替 案 

となる．例えば ，顧客， アウトソーシンバ・ べ 

ンダーと外部コンサルタント 機関等の第 3 者と 

の 3 者間契約により ，第 3 者によるアウト ソ一 

、 ン ング・ベンダ 一のサービス 評価や契約上の 裁 

量が ， 結果として契約のトラブルに 関する取引 

コストを削減することが 可能となる． 

(3) 関連契約 

関連契約はアウトソーシンバ・ベンダーと 顧 

客間の反復的な 取引に使用される．両者の 反復 

取引により， 顧客のシステムの 特殊性が べン 

ダ 一に習得され べ ンダ一の活動を 顧客が評価す 

る事で，相互に 取引の特殊性に 対する理解が 深 

まる．契約に 関連する部分が 常に最初の同意を 

必要とする新古典的契約に 比べ，関連契約はア 

ウトソーシンバ・ベンダーと 顧客間の関係が 時 

がたつにつれて 変化しても適用できる． 

アウトソーシンバが 長期契約であ ると，必然 

的に取引コストの 増加のリスクが 生じる． この 

リスク回避のメカニズムが 契約であ る．顧客と 
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アウトソーシンバ・ベンダ 一間のアウトソーシ ③少数のアウトソーシンバ・ベンダーしか 市場 

ング の範囲に対応する 契約に 2 0 ， リスクに ょ に 存在しないケースであ る． しかしこの内殿 

る 将来の取引コストの 増加を回避することがで 化を選択する 3 つのケースに 対して，顧客は 将 

きる，特に，関連契約は 完全契約 ( 包括契約 ) 来の取引コスト 増加要因を見極め ，取引コスト 

の機能をアウトソーシンバの 対象範囲に部分的 の 削減を効果的に 行 う ため，繊密な 契約締結を 

に 適用する機能を 持つと考えられる． 26) 必要とする・ 契約機能は， コスト節約額を 相殺 

する点までアウトソーシンバ・ベンダ 一に取引 
6. まとめにかえて 

コストを上昇させないための 唯一のメカニズム 

取目 l コスト理論の 枠組みから， アウトソーシ と 考えることができる． 

ング の選択については 以下の結論が 得られた． アウトソーシンバの 対象となる取引範囲につ 

情報システムの 生産コストについて ， アウト いて，標準的な 情報システム 機能と，特殊な 情 

ソーシング・ベンダーは 顧客内部の情報システ 報 システム機能をどのように 識別するかが 重要 

ム部門のような 小規模生産者よりも ，規模の利 となる・表 5 は表 2 の対象範囲に 相当する情報 

益 によるコスト 優位，性を達成する・ しかし 顧 、 ンステム機能を 分類したものであ る． 27) 顧客の 

客 固有の特性を 持ち反復的に 実行される情報 シ ，情報、 ンステム部門は ，チャージバック・システ 

ステム活動については ，アウトソーシンバ・ べ ム により各セルの 情報システム・コストの 算定 

ンダー と 内装 化間の コスト優位，性はなくなり ， が 可能であ る・アウトソーシンバ・ベンダーは ， 

アウトソーシンバの 選択は取引コストの 大小関 取引 3 才家領域が広がるほど ，規模の利益に よ り 

係 に依存する・ 一般的に言えば ，情報 - ンステム 呈示料金を下げる・これに 対応、 して，顧客は 内 

の 生産コストはアウトソーシンバの 方が内装 化 製 化によるコストとアウトソーシンバ・ベン 

よりもコスト 優位， [ 生を持つ． しかし取引コス ダ一 からの呈示料金を 上 ヒ駁 してどの領域までを 

トを 考慮すると，アウトソーシンバは 顧客が ア アウトソーシンバするかを 決定することができ 

ウト ソーシング・ベンダ 一の行動を管理する 必 る ・経営者がデータ・センタ 一の運営やテレコ 

要 があ るために， 内製北 より高い取引コストを ミュニケーションの 管理等の標準的な 機能領域 

もたらす． さらに，将来の 不確実性が高 い 場合 ほ ついて情報システム 部門の役割を 限定してい 

や ，顧客が少数のアウトソーシンバ・ベンダー れば， この 26 な 合理的意思決定が 可能であ る   

しか選択肢を 持たないときは ， アウトソーシン 一方，固有領域についてはコストだけでなく 戦 

グの 取引コストは 一層高くなる 傾向があ る． す 略 的な要因の上ヒ 重が大きく， 日本でもアメリカ 

なわち， アウトソーシンバよりも 内装化を選択 でもシステム 開発機能だけは 企業内部に残す 戦 

するケースは 3 つ あ り，①反復的かっ 固有な取 略 をとる企業も 少なくない・ 28) また，経営者が 

引， ②将来の不確実性が 高いと推定される 取引， ，ぼ報 システム部門全体を 単に情報サービス 機能 

表 5  % 報 システム技能の 分類 

活動 運 営 、 ンステム - ンステム 技術 
管 理 開発 運用 サービス 
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の 提供ととらえていれば ，情報システム 部門機 

能の包括的なアウトソーシンバは 最も効率的な 

コスト削減手段であ る． 

日本の大企業はシステム 開発の独自，性にこだ 

わり ( 戦略的リスクによる 将来の取引コスト 増 

を 慎重に判断しているため ), アウトソーシン 

グへの適用には 鈍 い ものがあ る，考えられるも 

う一つの要因は ，大企業の事業が 広範囲で複雑 

なため，情報、 ンステム部門自体の 専門化が進行 

しているので ，反復一固有な 取引に対し規模の 

利益をもつべンダーと 同程度のコスト 優ィ立 ，性を 

もっているためと 思われる． このだめ， アウト 
ソーシング・ベンダ 一に情報、 ンステムを委託す 

ることは取引コストを 増加させ， -] スト面から 

も 不利になると 考えられる． 中堅企業がコスト 

優位，性を求めてアウトソーシンバを 活発に実行 

しているのは ，情報システム・サ - ビスの生産 

コストの低減が 何よりも経営の 重要課題となっ 

ているためであ る． 

アウトソーシンバは 情報システム 技術の革新 

と伴に，次第にその 規模や活動を 広げて い くこ 

とが予測されるが ，技術進歩と 経営革新は取引 

コスト理論の 枠組みや双提を 変化させる， 例え 

ば ，標準的な情報、 ンステム機能について ， アウ 

トソーシンバが 生産コストでは 優位であ るとさ 

れるが， アウトソーシンバ・ベンダ 一に対して 

顧客の情報 - ンステム部門にあ る条件が与えられ 

れば，生産コストで 優位になることも 指摘され 

ている・ 29) 

、 戦略的アウトソーシンバの 形態は近年に 出現 

したものであ り， これに対する 理論的解明の 1 

つとして取引コスト 理論によるコスト・ ナプ 

ローチからの 考察を試みた．今後，情報システ 

ム活動の価値連鎖が 複雑化しその 機能や活動 

に対するアウトソーシンバの 要請は一層高まる 

ものと考えられる． アウトソーシンバ 選択の意 

思決定に寄与する 方法論として ， きらに ABC, 

戦略的原価分析等に よ る研究が必要となろ う   
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